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第3回 海外面的開発に係る公的関与に関する研究会 議事概要 

(1)「DMIC 構想推進から見えたインドの面的開発の課題」 

・ 村山専門家が、資料をもとに説明を行った。 

 
（以下、主な発言内容） 

■DMIC 構想の概要 

・ デリー・ムンバイ間産業大動脈（DMIC）構想とは、2008年8月16日にインド政府が構想の概

要を発表したものである。資料1ページの図の中のデリーとムンバイを結ぶ赤いラインが、現

在、JICAが協力して整備中の貨物専用鉄道で、その沿線に工業団地、物流基地、発電所、

道路、港湾、住居、商業施設などのインフラや産業都市を整備しようというもの。都市につい

ては、図の青い点で印されている24個のスマートシティを開発するというものである。 

・ 各種インフラを整備していくにあたり、日本企業の技術を提供していく形で構想され始められ

た。開発対象エリアは、貨物専用鉄道（延長約1,500km））の両側150～200km、面積にして

約60万ｋ㎡であり、実に日本の国土の1.5倍にもなる。このような広大なエリアを開発しようと

いう構想で、実情としては色々時間がかかっている。総開発コストは120兆円程度と試算され

て いる 。開発対象州 はイ ンド 北西部の 6 州 （ Gujarat, Haryana, Madhya Pradesh, 

Maharashtra, Rajasthan, Uttar Pradesh）である。 

・ なお、インド政府のDMIC構想における開発目標は、雇用、工業生産額、輸出の増加であ

る。 

 
■なぜ DMIC 地域か 

・ インドはエマージングマーケットの中でも比較的高い成長を続けており、世界のブライトスポ

ットと言われている。なかでも、DMIC地域の6州は、インド全体の平均より高く成長しており、

需要が出てくる可能性が非常に高い地域になっている。 

・ また、インド経済全体に占めるDMIC地域の割合は50％と大きく、州の一人当たりGDPも他

地域に比べ高い水準にある。 

・ さらに、投資先としても、DMIC地域でインド全体の約6割の投資を吸収している。日本企業

の集積については、現在、インド全体で1,305社進出しているなか、DMIC地域で826社と6

割近くを占めている。それだけ、この地域が日本にとって重要であると言える。 

 
■DMIC 事業（スマートシティ） 

・ スマートシティとして、冒頭の説明の通り、24の新しい街を開発する計画がある。ただし、一

気に進められないので、8つのスマート・シティ（6州で1、2か所ずつ）をフェーズ1として指定

し、開発予定である。 

・ 8 つの スマートシティの うち 、4 つ（ Dadri-Noida-Ghaziabad, Pithampur-Dhar-Mhow, 

Ahmedabad-Dholera, Shendra Bidkin）で整備が先行している。今年度末に、上下水等の

基幹インフラの整備が終わる予定になっている。これに合わせて、入居企業の誘致活動も並

行して進めている。残念ながら、日本企業にはまだ関心を持ってもらえていない。中国の電
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機会社、欧州の人材育成会社等が関心を示している。 

 
■DMIC 事業（インフラ事業） 

・ 新規の空港が2件計画されている。Gujarat州のDholeraの新空港案件は、Dholeraでスマ

ートシティを整備し、かつ隣のムンバイ空港のキャパシティがないため、計画されたものであ

る。Rajasthan州のKotkasimの新空港案件は、日本企業が50社ほど集積しているニムラナ

の近くである。最寄りのデリー空港がそもそも一杯という背景がある。 

・ MRTS（Mass Rapid Transit System）の案件では、AhmedabadとDholeraを結ぶラインと、

GurgaonとBawalを結ぶラインが計画されている。 

・ 他には、グローバルシティ案件がある。これは、日本で言えば幕張メッセやお台場のようなも

ので、コンベンションセンター、リゾートホテルなどの会場を整備し、MICE（会議・研修、招待

旅行、国際会議・学術会議や展示会）の誘致を目指すものである。場所はGurgaonで計画

されており、F/Sやマスタープラン策定が現在行われている。グローバルシティ案件としては、

ECC Dwarkaの案件もあり、これはデリー国際空港の近くで進められている。 

 
■DMIC 事業（DMICDC から日本企業に参画要請中のプロジェクト） 

・ こうしたインフラ事業に日本企業に参画してもらいたいが、競争が激しくなかなか入札で勝て

ない面があり、日本企業が挑戦してくれなくなっている。 

・ 2016年8月に、日本企業向けに開催されたDMIC Workshopにおいて、複数事業を

DMICDCから日本企業に紹介した。しかし、これまでのところ、日本企業の関心はないよう

である。インフラプロジェクトは、土地は政府、上物は民間企業がやるといったPPPで進めよ

うというものである。 

・ インフラプロジェクトは無理でも、コンサルで入れないかとトライし、2，3社ほど応札してもらっ

たが、全部負けてしまった。やはり価格で勝てなかった。 

 
■DMIC 事業（日本の 45億ドルファンドの候補となるプロジェクト） 

・ インドがスマートシティを開発するなら、スマートな技術を日本から提供するということで、

JBIC・JICAで日本企業進出のために45億ドル規模のファンドを創設した。その対象案件と

して19案件を選定したが、まだ1件しかできていない。 

・ インドの公共事業は入札が前提になっているので、随意契約の提案がなかなか受け入れら

れないという事情がある。 

・ 19 あるプロジェクトのうち、1 つだけ成功している事業が Logistic Data Bank 
Project で、NEC の IT 技術を活用した物流の可視化事業である。DMICDC と NEC
が 50％ずつ資本を拠出して設立した SPC が運営をしている。このプロジェクトにつ

いては、インドの新聞や、日本経済新聞も取り上げてくれている。輸送リードタイムの

短縮に貢献している。 
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■DMIC 構想の推進体制（DMICDC について） 

・ DMICDCは、2007年8月のインド政府による設立承認を受け、2008年1月に設立された。

機能としてはプロジェクトの開発、入札管理、関係者との調整などで、歴代の総裁にはイン

ド商工省の局長が就任している。 
・ DMICDC の資本構成は、当初は民間の IL&FS（オリックスが 24％出資している民間のイン

フラ開発・金融サービス会社）が入っていたが、その後インド政府系インフラ開発公社の資

本となり、2013 年 4 月からは JBIC の資本が 26％入り、日印政府系インフラ開発公社となっ

た。 
 

■DMIC 構想の推進体制（関係機関との連携など） 

・ DMIC 地域の 6 州には、それぞれの開発機関がある。DMICDC は、各州の結節機関として

それぞれの開発機関と連携している。 

・ インド政府の推進体制になるが、金融支援において、単純に推進機関に資金を持たせるだ

けでなく、NICDIT（National Industrial Corridor Development & Implementation Fund）

がトラストになって、資金を管理している。案件を推進する場合は、DMICDC が NICDIT に

承認を得て資金をもらってくる仕組みになっている。 

・ JBIC の協力で、プロジェクト開発ファンドが DMIC の資金源として DMIC 公社に設置されて

おり、F/S の資金として使えるので、関心のある日本企業がいればお伝えしている。ただし、

この資金を使って F/S をすると、インプリメンテーションに出られない等の制約がかかるので、

日本企業の活用は進んでいない。 

 
■所感 

・ このような形で、大規模な面的開発であるDMICを進めているが、なかなか思うようには進ま

ないというところが実感である。 

・ その要因としては、インド側のニーズを理解し、日本の技術とつなげる人が日本側にはいな

かったということが挙げられる。スマートシティの難しい技術的な説明はできても、その技術を

使って街ができて、その後どのような結果になるのかというシナリオを説明できる人が誰もい

なかったため、なかなかインド側に響かなかったと考えられる。 

・ インドの中でスマートシティと言っても、例えば新聞で書かれているのは、そもそも屋根があ

ればスマート、これまでLPガスであったのが都市ガスになってスマート、トイレができればス

マートというレベルである。そこにいきなり日本にもないような高度な技術を提案しても、ハイ

スペックすぎる提案であるという実感であった。 

・ また、インドはASEANと違い国内にも多くのコンペティターがいる。インド企業でも、日本企

業の持つ技術を多少は遅れるが持っている。道路や橋など普通のインフラはインド企業が十

分開発でき、それを上回るような水準のニーズがあまりない。 

・ コンサルではAECOM（米）が非常に強い。インドのローカルを買収して、安値受注を繰り返

している。日本のコンサル会社もインドで頑張っているが、日本人が1人でもいるとコストが合

わないといったレベルなので、コンサルの仕事を取ることも難しい状況。 
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・ 1番の問題は、自分も含めてだが日本のプレーヤーは、技術オリエンテッドな説明が多く、そ

もそもスマートシティとは何か、海外面的開発とは何かを誰も説明できていなかったということ

だ。途上国には途上国に合ったインフラ整備があると思う。コアとなるプロデューサーのよう

な人を作りつつ、プロジェクトを軌道修正するような体制をここでもう一度作りたい。 

 
【主な質疑応答・意見交換】 

■上流のマスタープラン策定過程への参入について 

・ DMIC事業においても上流のマスタープランはいずれも日本企業が受注できておら

ず、Surbana Jurong（星）、AECOM等の海外企業が受注している。日本は枠組み

を構築し、具体的な投資の進展とともに、面的開発を推進するということだったのだ

ろうが、具体的な投資の動きがゆっくりだったということが一つの原因かもしれない。 

・ 上流のマスタープランナーの育成が重要である。マスタープラン策定過程への参入におい

て、日本企業のプレーヤーは海外と比べて相手国に入り込む力がおとなしいという印象を

受ける。AECOMやSurbana Jurongは次々に海外企業の買収を行っており、成長を続けて

いる。このように、少しでも強い上流のマスタープランナーを日本でも育成することが重要で

ある。 

・ 上流のマスタープランについてもう少しブレイクダウンして考える必要がある。マスタープラ

ンには大きく分けて2種類あり、1つは土地利用計画を規定する、設計的なマスタープランで

ある。もう1つは、街の方向性や特徴を規定する、より上流のコンセプト、ストラテジック・コン

セプト・プランニングである。面的開発において、土地利用計画を立てるのはエンジニアリン

グ系の建設・開発コンサルタントや設計会社である。一方、コンセプト・プランニングには世

界では戦略コンサルティング系の会社が参入している。後者について、日本の実施体制や

プレーヤーは全然見えていないのが現状である。 

・ マスタープランを具体的な計画に落とし込むことができる人が、プレーヤーとなっていない

のではないか。きれいな絵を描くことができる人はいるが、具体化する泥臭いことができてい

ない。例えば、戦後復興で総合計画を策定したような人材を活用できないか。このような

計画を作ったことのある経験がある人は時間が経つといなくなってしまう。一方で、

優れた人材であれば国籍関係なく活用すべきであるとも思う。 

・ マスタープラン策定に参入する上で、日本はバーター戦略を採るべきではないか。つまり、

マスタープランの策定を手頃な価格で手伝ってあげる代わりに、開発の段階で見返りを得る

ということである。例えばシンガポールは安価でマスタープランを策定する代わりに、土地を

安く手に入れている。 

・ 提案時に留意すべき点として、都市開発で相手国に求められるのは投資誘致だということ

がある。企業や工場の誘致が求められるフェーズにおいて、日本はまず技術のプレゼンテ

ーションをしてしまう。提案時には、その時点における開発エリアへの投資・工場進出・不動

産開発ができる企業やプレーヤーはどこなのか、という手札を出しつつ、日本の技術の導

入について交渉していくことが必要である。重たい技術を売る少し前に、ICTやインターネッ

トサービス等の軽めのプレーやーとMOUを結んでもらう、ということもある。このような交渉の
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仕方、戦略の使い分けが必要である。  

・ 上流のマスタープラン策定や開発支援をする企業に求められるのは、世界に対して、この

都市開発案件は盛り上がる、というようなマーケティングを行うことである。自国企業の参入

のためではなく、本当の意味でその政府や街のためになるプランニングや開発案件のアピ

ールを行う、という視点が必要ではないか。 

 
■ライフサイクルコストの訴求について 

・ 日本の基本戦略であるライフサイクルコストの訴求について、その戦略、マーケティング、プ

ロモーションが不十分である。プレーヤーとして、広告代理店やマーケティング・コミュニケ

ーションができるプロを巻き込みながら、面的開発、インフラ輸出を進めることが重要ではな

いか。 

・ ライフサイクルコストについては、インド側に働きかけており、インドの中央政府の役人は理

解してくれている。しかし、一般的なレベルではイニシャルコストが安い方がよい、と認識さ

れており、日本側の説明がなかなか受け入れられない現状がある。 

・ 想像するに、インド人は技術が進歩する上でインフラを使い捨てて行けばよいと考えており、

ライフサイクルコストを考慮する必要がないと考えているのではないだろうか。このように、日

本人とインド人の考えが異なっており、何か前提を置いて議論する必要がある。しかし、日

本人にインド人と交渉するだけの英語力とメンタルの強さがあるのかは疑問である。このよう

な問題意識から、人材の問題は最大の鍵となるものだと考えている。 

 
■官民の開発体制について 

・ 世界の中で様々な開発案件が出てくる中で、日本の公的機関が出ていくのは重要かつ必

要なアプローチである。その点では、DMICDC には JBIC が入っていることもあり、良い事例

だと言える。日本が都市開発の上流に参画する上で、開発主体のマスターディベロッパー

側に入り込むパターンはいくつかあり、1 つは JBIC が入るパターンである。また、かつて日

本で行われたように、都市再生機構（以下、UR）が 1 次開発を行った上で、2 次開発で個々

のディベロッパーが参入するような体制についても、現状では実現が難しいかもしれないが、

非常に検討し甲斐があると思う。 

・ DMIC のマスタープランは日本以外の国が策定しているが、投資という実弾を持っているの

は日本しかないと思っている。そういった意味で各省庁が上手く連携するスキームを作りた

いと思う。AP 州の州都開発では官民連携協議会が設置されており、JETRO が事務局とな

っている。その中には経産省のみならず国交省や関連省庁が参加しており、意見の集約を

行っていると聞いている。この協議会を活用するなり、似たような組織を作るなり、新しい体

制で再トライする必要があると考える。 

・ 日本企業でもインド人を活用してコンサルティングサービスを世界的に展開している企業が

ある。このような形態を検討する会社は、若干増えてくるのではないかと考えている。 
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■人材、特にコアとなるプロデューサーについて 

・ 技術を英語で説明することは比較的楽だが、コミュニケーションは難しく、対応できる日本人

は少ないという印象を持った。 

・ 役所の人間に限らず、人材を育成することは重要である一方で、その時間も十分にないこと

から、むしろ外部の人材を活用することも検討するべきだと考える。 

・ 事業を推進するためのコアとなるプロデューサーに求められる最大のポイントは、ストーリー

を語れるかどうかである。しかし、官僚組織ではその訓練はされていない。キャパシティ・ビ

ルディングの最大のポイントは、その人の能力を高めるよりも、能力の高い人材を買ってくる

ことであろう。 

・ 会社を買収しても、異なる企業文化を統合するのは相当難しい。 

・ やれるとしたら、日本の企業に外国人に来てもらう、ということしかない気がする。 

・ 土地や空間に関することをマネージして語ることができる人材を集めて会社を作り、公的な

位置づけを与えて攻め込むのはどうだろうか。役人は当該分野に関する経験がない。役人

のポストを作るのではなく、民間の有能な人材を高い給料を払って雇えばいい。そうすれば

もっと良い組織ができるだろう。 

・ メンバーは日本人に限る必要はないということを視野に入れておくべきである。インドであれ

ば、印僑を活用するのも手である。特に土地が絡む話であれば、現地のネットワークがより

重要になっている。 

 
■広告代理店の役割について 

・ 今までの広告代理店はイベントの実施や広報動画の作成に留まっていたが、最近変わって

きていると感じる動きもある。首相が、海外で日本のインフラのプロモーションを実施する際

の動画を製作するなど少しずつインフラ分野に関して入ってきている。 

・ 本来であれば、上流の部分でマーケティングを手伝うなど、より良い活躍の仕方があると考

えている。実際に、広告代理店からインフラの知見があるコンサルティング会社に相談に来

始めている。今は単独ではできないかもしれないが、チームとして動くことができれば、新し

い動きを作ることができると考えている。 

・ 広告代理店は相手国政府が求めているモノや技術を日本企業に幅広く知らしめてマッチン

グさせる、マッチングビジネスを検討している。商社との重複を気にしているようであるが、そ

んなことは気にする必要はない。商社、コンサル、広告代理店が上手く機能すればよい。国

はイネーブラーのような役割を果たせるのではないだろうか。 

・ 海外の広告会社と付き合いがあるが、サーベイ力がすごい。誰に対してどのような手段で胸

に刺さるものを打ち込んでいくかというのを、ICT を活用してマクロな世界の中で検討してい

る。 

・ 日本の広告代理店も、日本での経験から培ってきた能力（ケイパビリティ）には限界があるこ

とは認識している。そこで、ノウハウのある海外企業との協働や活用を検討している。例えば、

デジタルマーケティングが非常に強いイスラエルの会社と手を組むことが検討されている。

近年、オープンイノベーションという潮流もあり、自前主義には限界があることも認知されて
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いる。 

・ 同じモノを宣伝する上でも、それをどのように特徴づけるか、どのようなシナリオ、ストーリー

で語るかによって売れるものが全く変わってしまう。 

 

      以上 
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